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平成21年5月12目

都道府県医師会

介護保険担当理事　殿

日本医師会常任理事

　三　上　裕　司

「認知症疾患医療センター運営事業実施要綱について」

　　　　　　　　の送付について

　拝啓時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　平素は介護保険制度運営に関し、格別のご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、認知症疾患医療センター運営事業につきましては、平成20年度より、厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部長通知「認知症疾患医療センター運営事業実施要綱」により、

都道府県等が実施主体となり、認知症疾患医療センターを設置し、各機関と連携を図りな

がら認知症疾患に関する鑑別診断や急性期治療、専門医療相談等を実施するとともに、研

修等を行うことにより、地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図ることを目的

に実施されているものであります。

　今般、地域包括支援センターとの連携体制を整備すること等に伴い、別添のとおり、当

該通知が一部改正され、平成21年4月1目から適用されることとなりました。

　つきましては、関係通知をご送付申し上げますので周知方宜しくお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬具

記

（添付資料）

○認知症疾患医療センター運営事業実施要綱について

　（障発第0422003号　平21．4．22　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）

以上
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⑤ 障発第0422003号

平成21年4月22目

社団法人　日本医師会

　　　会長　唐澤　祥人　殿

厚生労働省社会・援護局
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認知症疾患医療センター運営事業実施要綱について

　標記について、別添のとおり都道府県知事及び指定都市市長あて通知しましたりで、御

了知いただくとともに、関係機関及び関係団体等に対する周知方よろしくお願いいたしま
す。
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認知症疾患医療センター運営事業実施要綱について

　認知症疾患医療センター運営事業については、平成20年3月31目付け障発第033

1009号当職通知「認知症疾患医療センター運営事業実施要綱」により、実施レている

ところであるが、今般、地域包括支援センターとの連携体制を整備すること等に伴い、別

添新旧対照表のとおり一部改正し、平成21年4月1目から適用することとしたので通知
する。

　なお、貴管下市町村、公的医療機関、医療法人等の関係機関に対し、貴職から通知され

たい。
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改　　正　　案
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認知症疾患医療センター運営事業実施要綱

1　目　的

　　この事業は、都道府県及び指定都市が認知症疾患医療センター（以下「センター」という。）

　を設置し、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断、周辺症状と

身体合併症に対する急性期治療～専門医療相談等を実施するとともに、堆域保健医療・介護関係者

への研降等を行うことにより、地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図ることを目的と

する。

2　実施主体

　　本事業の実施主体は都道府県及び指定都市とし、都道府県知事又は指定都市市長が指定した病院

で、事業を行うものとする。ただし、当該病院は　　　の内容に応じて　　の一部　適切む　　運

愚がでと青められ に ことがで のと

なお、指定の際には厚生労働大臣あて届け出るものとする。

3，設置基準

　　センターは、平日、週5日の稼働を原則とし、以下（1）及び（2）の基準を満たすものとす

　る。

（1）専門医療機関としての機能

　　ア　専門医療相談が実施できる専門の部門」一＿を配置し、専門医療
　　　相談窓ロ、専用電話等必要な設備を整備し、その態勢が確保されていること。

　　イ　人員配置について、以下の（ア）から（ウ）を満たしていること。

　　（ア）専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症疾患の鑑別

　　　　診断等の専門医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験（具体的な業務経験については届

　　　　出時に明記すること。）を有する医師が1名以上配置されていること。

　　（イ）専任の臨床心理技術者が1名以上配置されていること。
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現 行

認知症疾患医療センター運営事業実施要綱

1　目　的

　　この事業は、都道府県及び指定都市が認知症疾患医療センター（以下「センター」という」）

を設置し、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑別診断、周辺症状と

身体合併症に対する急性期治療、専門医療相韻等を実施するとともに、地域保健医療・介護関係者

への研修等を行うことにより、地域における認知症疾患の保健医療水準の向上を図ることを目的と

する。

2　実施主体

　　本事業の実施主体は都道府県及び指定都市とし、都道府県知事又は指定都市市長が指定した病院

で、事業を行うものとする。

なお、指定の際には厚生学働大臣あて届け出るものとする。

3　設置基準

　　センターは、平日、週5日の稼働を原則とし、以下（1）及び（2）の基準を満たすものとす

　る。

（1）専門医療機関としての機能

　　ア　専門医療相談が実施できも専門の部門を配置し、専門医療相談窓口、専用電話等必要な設備

　　　を整備し、その態勢が確保されていること。

　　イ　人員配置について、以下の（ア）から（ウ）を満たしていること。

　　（ア）専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症疾患の鑑別

　　　　診断等の専門医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験（具体的な業務経験については届

　　　　出時に明記すること。）を有する医師が1名以上配置されていること。

　　（イ）専任の臨床心理技術者が1名以上配置されていること。
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（ウ）医療相談室に、一配置されていること。

　なお、医療相談室は、専門医療施設との稠整、一一専門
医療に係る情報提供、退院時の調整など、個々の患者の専門医療相談を行う機能を持つもの

とする。

　また、精　健胃祉士又は縫師等のうち1名は勤　で地域包支センターとの連

業務を担当することとし、他の1名以上は　任で医

幽ただし、地域 センターとのも　調 ‘こ　し

室の他の　　を　当するこ

吐士又は

補助する専従の職員を配　することができるものとする。

ウ　棟査体制について、以下を満たしていること。

　鑑別診断に係る検査体制については、当該センターにおいて、血液検査、尿一般検査、心電

　図検査、神経心理検査が実施できる体制を確保するとともに、神経画像検査の体制として、：コ

　ンピュータ断層撮影装置（C　T）又は磁気共鳴画像装置（MR　I）を有していちこと。

　　ただし、コンピュータ断層撮影装置（C　T）を有している場合であっても、磁気共鳴画像装

　置（M良1）を活用できる体制（墾との連携体制（具体的な連携体制については届

　出時に明記すること。）を含む。）が整備されていること。

　　なお、コンピュータ　 訓　CT）については、則として、申・一法人かつ・一地

内にあり、実質一　的な医療提供を行っている医 との 制が　　されている場合

は、当該センターがコンピュータ断層撮影　置（C　T）を　しているとみなすこととする。

　また、上記に加え、脳血流シンチグラフィ（S　P　EC　T）を活用できる体制（遡

との連携体制（具体的な連携体制については届出時に明記すること。）を含む。）が整備され

ていること。

ρ

現 行

（ウ

P一に・一配置さ　　なお、医療相談室は、専門医療施設との調整、専門医療に係る情報提供、退院時の調整な

　ど、個々の患者の専門医療相談を行う機能を持つものとする。

ウ　検査体制について、以下を満たしていること。

　　鑑別診断に係る検査体制については、当該センターにおいて、血液検査、尿一般検査、心電

　図検査、神経心理検査が実施できる体制を確保するとともに、神経画像検査の体制として、コ

　ンピュータ断層撮影装置（C　T）又は磁気共鳴画像装置（MR　I）を有していること。

　　ただし、コンピュータ断層撮影装置（C　T）を有している場合であっても、磁気共鳴画像装

置（MRI）を活用できる体制（一との鰍体缶嚇（具体的な鰍体制i；ついて
　は届出時に明記すること。）を含む。）が整備されていること。

また・上記1こ加え・脳血流シンチグラフィ（SPECT）を活用できる体制（迦壁

塗閣との連携体制（具体的な連携体制については届出時に明記すること。）．を含む。）が整備

されていること。
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工　認知症疾患の周辺症状と身体合併症に対する急性期入院治療を行える一般病床と精神病床を

　有していること。

　　ただし、同一施設において、一般病床と精神病床の確保が困難な場合は、以下の（ア）又は

（イ）のいずれかを満たしていること。

（ア）認知症疾患の周辺症状に対する急性期入院治療を行うことができる精神病床を有する病院で

　あり・重篤な身体合併症に対して・入院医療等を行うことができる遡董閻との連携体制

　がとれていること（具体的な連携体制については届出時に明記すること。）。

（イ）身倦合併症に対する急性期入院治療を行うことができる一般病床を有する病院であり、認知

　症疾患の周辺症状に対する精神病床における入院医療等を行うことができる塑とφ

　連携体制がとれていること（具体的な連携体制については届出時に明記すること。）。

（2）地域連携の機能

ア　情報センター機能

　　鑑別診断や入院医療の必要な患者の入院の調整等において、地域の認知症医療に関する連携の

　中核として機能していること。

イ　研修会、連携協議会

　　サポrト医研修や、かかりつけ医研修の実施状況等を踏まえつつ、研修を自ら行い、又は他の

　主体の実施する研修に協力するなど、地域における翻知症の専門医療に係る研修に積極的に取り

　組んでいること。

　　また、地域の連携体制強化のための認知症疾患医療連携協議会を組織し、開催して〆ること。

4　事業内容

（1）専門医療相談

　ア　初診前医療相談

　　（ア）患者家族等の電話・面談照会

　　（イ）医療機関等紹介

　イ　情報収集・提供

　　保健所、福祉事務所等との連絡・調整

　ウ　型一週整

（

現 行

工認知症疾患の周辺症状と身体合併症に対する急性期入院治療を行える一般病床と精神病床を

　有していること。

　　ただし、同一施設において、一般病床と精神病床の確保が困難た場合は、以下の（ア）又は

（イ）のいずれかを満たしていること。

（ア）認知症疾患の周辺症状に対する急性期入院治療を行うことができる精神病床を有する病院で，

　あり、重篤な身体合併症に対して、入院医擦等を行うことができる一との連携
　体制がとれていること（具体的な連携体制については届出時に明記すること。1。

（イ）身体合併症に対する急性期入院治療を行うことができる一般病床を有する病院であり、認知

號霧購埜瓢書聖繁慰蓬森灘葦薦薦諜論難

（2）地域連携の機能

　ア　情報センター機能

　　　鑑別診断や入院医療の必要な患者の入院の調整等において、地域の認知症医療に関する連携の

　　中核として機能していること。

　イ　研修会、連携協議会

　サポート医研修や、かかりつけ医研修の実施状況等を踏まえつつ、研修を自ら行い、又は他の

主体の実施する研修に協力するなど、地域における認知症の専門医療に係る研修に積極的に取り

組んでいること。

　また、地域の連携体制強化のための認知乖疾患医療連携協議会を組織し、開催していること。

4　事業内容

（1）専門医療相談

　ア　初診前医療相談

　　（ア）患者家族等の電話・面談照会

　　（イ）医療機関等紹介

　イ　情報収集・提供

　　地域包　　　センター、保健所、福祉事務所等との連絡・調整

　ウ　　　サービスとの連絡調整『
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（2）鑑別診断とそれに基づく初期対応

ア
イ
ウ
エ

初期診断

鑑別診断

治療方針の選定

入院先紹介

（3）合併症・周辺症状への急性期対応

　ア　合併症・周辺症状の初期診断・治療（急性期入院医療を含む。）

　イ　合併症及び周辺症状の急性期入院医療を要する認知症疾患患者のための病床として、連携す

　　る医療機関の空床情報を把握

（4）かかりつけ医等への研修会の開催

　　かかり？け医を始めとする保僅医療関係者等への認知症に関する知識の向上を図るための研修

　を実施

（5）認知症疾患医療連携協議会の開催

　　地域の保健医療関係者、福祉関係者、地域包括支援センターなど介護関係者、有識者等から組

　織された協議会の開催

（6）情報発信

　　認知症医療に関する情報発信

5 の　　旦

道・’知　又は指定 長が　数の病院　当該センターに　定　る　△　4（4）及び

て5）の事業については、ヒ　された当該センターの㌔ち　の一　で ること　可倉と

L　また　道・、、又はb定　において4（5）と同の 会るす

している　ムは　　の会重 して　し　輌ない

（

現 行

（2）鑑別診断とそれに基づく初期対応

ア
イ
ウ
エ

初期診断

鑑別診断

治療方針の選定

入院先紹介

（3）合併症・周辺症状への急性期対応

　ア　合併症・周辺症状の初期診断・治療（急性期入院医療を含む。）

　イ　合併症及び周辺症状の急性期入院医擦を要する認知症疾患患者のための病床として、連携す

　　る医療機関の空床情報を把握

（4）かかりつけ医専への研修会の開催

　　かかりっけ医を始めとする保健医療関係者等への認知症に関する知識の向上を図るための研修

　を実施

（5）認知症疾患医療連携協識会の開催

　　地域の保健医療関係者、福祉関係者、地域包括支援センターなど介護関係者、有識者等から組

　織された協議会の開催

（6）情報発信

　　認知症医療に関する情報発信
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6　実績報告

　　実施主体の長は、以下の（1）から（3）に係る年間の実績を、別紙様式により翌年度の4月末

までに、厚生労働大臣あてに報告するものとする。

（1）認知症疾患に係る外来件数及び鑑別診断件数

（2）入院件数（センター牽運営している病院における入院及び連携先の病院における入蕊（センタ

　一を運営している病院との連携による入院に限る。）それぞれの件数）

（3）専門医療相談件数（電書割こよる相談及び面接による相談それぞれの件数）

ユ国の拉堕
　　国は、この実施要綱に基づき都道府県知事又は指定都市市長が指定した病院の開設者が運営する

　センターの運営に必要な経費（診療報酬により支出される内容は除く）については、厚生労働大

　臣が別に定める「精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱」’に基づき、毎年度予算の範囲内で

　国庫補助を行うことができるものとする。

8　その他

　　平成元年7月11日付け健医発第850号厚生労働省保健医僚局長通知r老人性翻知症センタ

ー事業実輝要綱について」に基づき指定されζいる老人性認知症センターは、一目
途に・本実施要綱に基づく機能となるよう努めるものとする。

　　また、平成20年3月31日付け障発　0331009号厚生　働省丘会・援　　　害　健　祉
部長通知r認知症　患医　センタ・一週 について　に　づ　　定　　ている　知症

患医　センターについては、　一口　正’知　出　1　以内に4（1）ウの 施で　るよ㍉

唖

（ヨ，

現 行

5　実績報告

　実施主体の長は・以下の（1）から（3）に係る年間の実績を、別紙様式により翌年度の4月末

までに、厚生労働大臣あてに報告するものとする。

（1）認知症疾患に係る外来件数及び鑑別診断件数

（2）入院件数（センターを運営している病院における入院及び連携先の病院における入院（センタ

　一を運営している病院との連携による入院に限る。）それぞれの件数）

（3）専門医療相議件数（電話による相談及び面接による相談それぞれの件数）

6　国の助成

　　国は、この実施要綱に基づき都道府県知事又は指定都市市長が指定した病院の開設者が運営する

センターの運営に必要な経費（診療報酬により支出される内容は除く）については、厚生労働大

　臣が別に定めるr精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱」に基づき、毎年度予算の範囲内で

国庫補助を行う；とができるものとする。

7　その他

　　平成元年7月11日付け健医発第850号厚生労働省保健医療局長通知「老人性認知症センタ

略鞭施酬について」、に基づき指定されている老人性認知症センターは、旦生壁目途に、

本実施要綱’に基づく機能となるよう努めるものとする。



〔別紙〕

認知症疾患医療センター運営事業実施要綱

1　目　的

　　この事業は、都道府県及び指定都市が認知症疾患医療ゼンター（以下rセンター」と

、いう。）を設置し、保健医療・介護機関等と連携を図りながら、認知症疾患に関する鑑

別診断、周辺症状と身体合併症に対する急性期治療、専門医療相談等を実施するととも

に、地域保健医療・介護関係者への研修等を行うことにより、地域における認知症疾患

の保健医療水準の向上を図ることを目的とする。

（

2　実施主体
　本事業の実施主体は都道府県及び指定都市とし、都道府県知事又は指定都市市長が指

定し之病院で、事業を行うものとする。ただし、当該病院は、事業の内容に応じて、そ

の一部を適切な事業運営が確保できると認められる団体等に委託することができるもの

とする。

　なお、指定の際には厚生労働大臣あて届け出るものとする。

3　設置基準
　　センターは、平日、週5目の稼働を原則とし、以下（1）及び（2）の基準を満たす

ものとする。　　　　　　、　　　　　　　　一

（

（1）専門医療機関としての機能

　ア　専門医療相談が実施できる専門の部門（以下r医療相談室」という。）を配置し、

　　専門医療相談窓口、専用電話等必要な設備を整備し、その態勢が確保されているこ

　　と。

　イ　人員配置について、以下の（ア）から（ウ）を満たしていること。

　　（ア）専任の日本老年精神医学会若しくは日本認知症学会の定める専門医又は認知症

　　　疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした5年以上の臨床経験（具体的な

　　　業務経験については届出時に明記すること。）を有する医師が1名以上配置され一

　　　ていること。

　　（イ）専任の臨床心理技術者が1名以上配置されていること。

　　（ウ）医療相談室に、精神保健福祉士又は保健師等が2名以上配置されていること。

　　　　なお、医療相談室は、専門医療施設との調整、地域包括支援センターとの連絡

　　　調整、専門医療に係る情報提供、退院時の調整など、個々の患者の専門医療相談

　　　を行う機能を持つものとする。

　　　　また、精神保健福祉士文は保健師等のうち1名は常勤専従で地域包括支援セン

　　　ターとの連絡調整業務を担当することとし、他の1名以上は専任で他の業務を担

　　　当することとする。

　　　　ただし、地域包括支援センターとの連絡調整業務に限り、精神保健福祉‡又は

　　　保健師等を補助する専従の職員を配置することができるものとするb、



ウ　検査体制について、以下を満たしていること。

　鑑別診断に係る検査体制については、当該センターにおいて、血液検査、尿一般

検査、心電図検査、神経心理検査が実施できる体制を確保するとともに、神経画像

検査の体制として、コンピュータ断層撮影装置（CT）又は磁気共鳴画像装置（M

R　I）を有していること。

　ただし、コンピュータ断層撮影装置（CT）を有している場合であっても、磁気

共鳴画像装置（MR　I）を活用できる体制（他の医療機関との連携体制（具体的な

連携体制については届出時に明記する；と，）を含む。）が整備されていること。

　なお、コンピュータ断層撮影装置（CT）については、原則として、同一法人か
っ向一敷地内にあり、実質一体的な医療提供を行っている医療機関との連携体制が

整備されている場合は、当該センターがコンピュータ断層撮影装置（CT）を有し

ているとみなすこととする。

　また、上記に加え、脳血流シンチグラフィ（S　P　ECT）を活用できる体制（他

の医療機関との連携体制（具体的な連携体制については届出時に明記すること。）

を含む。）が整備されているこ一と。

工　認知症疾患の周辺症状と身体合併症に対する急性期入院治療を行える一般病床と
　精神病床を有していること。

　　ただし、同一施設において、一般病床と精神病床の確保が困難な場合は、以下の

　（ア）又は（イ）のいずれかを満たしていること。

（ア）認知症疾患の周辺症状に対する急性期入院治療を行うことができる精神病床を

、　有ずる病院であり、重篤な身体合併症に対して、入院医療等を行うことができる

　　他の医療機関との連携体制がとれていること（具体的な連携体制については届出

　　時に明記すること。）。

（イ）身体合併症に対する急性期入院治療を行うことができる一般病床を有する病院

　　であり、認知症疾患の周辺症状に対する精神病床における入院医療等を行うこと

　　ができる他の医療機関との連携体制がとれていること（具体的な連携体制につい

　　ては届出時に明記すること。）。

（ （2）地域連携の機能

　ア　情報セとター機能’

　　　鑑別診断や入院医療の必要な患者の入院の調整等において、地域の認知症医療に

　　関する連携の中核として機能していること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

イ　研修会、連携協議会

　　サポート医研修や、かかりっけ医研修の実施状況等を踏まえっっ、研修を自ら行

　い、又は他の主体の実施する研修に協力するなど、地域における認知症の専門医療

　に係る研修に積極的に取り組んでいること。

　　また、地域の連携体制強化のための認知症疾患医療連携協議会を組織し、開催し

　ていること。



4　事業内容

（1）専門医療相談

　ア　初診前医療相談

　　（ア）患者家族等の電話・面談照会

　　（イ）医療機関等紹介

　イ　情報収集・提供

　　　保健所匁福祉事務所等との連絡・調整

　ウ　地域包括支援センターとの連絡調整

（2）鑑別診断とそれに基づく初期対応

ア
イ
ウ
エ

初期診断

鑑別診断

治療方針の選定

入院先紹介（
、

（3）合併症・周辺症状への急性期対応

　ア　合併症・周辺症状の初期診断・治療（急性期入院医療を含む。）

　イ　合併症及び周辺症状の急性期入院医療を要する認知症疾患患者のための病床とし

　　て、．連携する医療機関の空床情報を把握一

（4）かかりつけ医等への研修会の開催

　　かかりっけ医を始めとする保健医療関係者等への認知症に関する知識の向上を図る

　ための研修を実施

（5）認知症疾患医療連携協議会の開催

　　地域の保健医療関係者、福祉関係者、地域包括末援センターなど介護関係者、有識

　者等から組織された協議会の開催

（ 　　う
（6）情報発信

　　認知症医療に関する情報発信

5　事業の分担
　都道府県知事又は指定都市市長が複数の病院を当該センターに指定する場合、4（4）

及び（5）の事業については、指定され左当該センターのうちその一部で実施すること

も可能とする。

　　また、都道府県又は指定都市において、4・（5）と同様の機能を有する会議等を設置、

運営している場合は、’その会議等を活用して差し支えない。



6　実績報告
　　実施主体の長は、以下の（1）から（3）に係る年間の実績を、別紙様式により翌年

度の4月末までに、厚生労働大臣あてに報告するものとする。

（1）認知症疾患に係る外来件数及び鑑別診断件数

（2）入院件数（センターを運営している病院における入院及び連携先の病院における入

　院（センターを運営している病院との連携による入院に限る。）それぞれの件数）

（3）専門医療相談件数（電話による相談及び面接による相談それぞれの件数）

c

7　国の補助、
　　国は、この実施要綱に基づき都道府県知事又は指定都市市長が指定した病院の開設者

が運営するセンターの運営に必要な経費（診療報酬により支出される内容は除く）につ

いては、厚生労働大臣が別に定めるr精神保健費等国庫負担（補助）金交付要綱」に基

づき、毎年度予算の範囲内で国庫補助を行うことができるものとする。

8　その他
　　平成元年7月11日付け健医発第850号厚生労働省保健医療局長通知r老人性認知

症センター事業実施要綱について」に基づき指定されている老人性認知症センターは、

平成22年度末を目途に、本実施要綱に基づく機能となるよう努めるものとする。

　　また、平成20年3月31日付け障発第0331009号厚生労働省社会・援護局障
害保健福祉部長通知r認知症疾患医療センター運営事業実施要綱について」に基づき指

定されている認知症疾患医療センターについては、本一部改血通知発出後1年以内に4

　（1）ウの事業を実施できるようにすること。

（



別紙様式

実 績 報 土
・ 書

（1）認知症疾患に係る外来件数（月別）及び鑑別診断件数（月別）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計

弥来件数

うち鑑別診断件数
●

（

（2）入院件数（月別）（センターを運営している病院における入院及び連携先の病院における入院（センターを運営している病院

　との連携による入院に限る。）それぞれ砂件数）．

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 合計

認知症疾患医療セ

塔^ー

連携病院

■

■

●

帰

合計

（3）専門医療相談件数（月別）（電話による相談及び面接による相談それぞれの件数）

一
（

4 5 6 7 8， 9 10 11 12 1 2 3 合計

電話

面接

合計


